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１　令和８年度一般会計歳入歳出補正予算

 歳 入 歳 出 補 正 予 算

現 計 予 算 額 千円

今 回 補 正 額 千円

累 計 額 千円

（１）歳　入　補　正　予　算

（単位：千円、％）

349,242,060 0 349,242,060 99.0 

2,274,000 0 2,274,000 皆増

167,128,000 0 167,128,000 115.2 

66,014,086 0 66,014,086 109.6 

11,840,000 0 11,840,000 843.3 

203,621,000 0 203,621,000 109.4 

400,000 0 400,000 100.0 

6,667,914 0 6,667,914 100.3 

9,326,560 0 9,326,560 99.4 

115,322,222 12,223,830 127,546,052 119.4 

1,983,368 0 1,983,368 132.6 

91,763 0 91,763 89.9 

64,365,308 498,560 64,863,868 100.3 

1 0 1 100.0 

78,194,318 17,804 78,212,122 92.8 

74,919,400 24,400 74,943,800 102.8 

1,151,390,000 12,764,594 1,164,154,594 106.6 

1,151,390,000

12,764,594

1,164,154,594

県 税

利 子 割 清 算 金

地 方 消 費 税
清 算 金

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

分 担 金 及 び
負 担 金

使 用 料 及 び
手 数 料

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

県 債

合 計

款          別 現計予算額 補   正   額 計
対前年
同期比

－ 1 －



（２）歳　出　補　正　予　算

（単位：千円、％）

2,170,579 0 2,170,579 101.8 

67,634,866 232,328 67,867,194 101.0 

151,360,027 619,581 151,979,608 106.3 

96,415,881 3,603,577 100,019,458 104.0 

3,648,208 67,887 3,716,095 93.7 

32,885,441 939,536 33,824,977 109.2 

81,667,136 900,040 82,567,176 96.9 

99,381,723 0 99,381,723 103.2 

71,224,302 0 71,224,302 104.3 

221,002,448 6,401,645 227,404,093 117.0 

5,720,349 0 5,720,349 74.5 

150,481,025 0 150,481,025 103.6 

167,398,015 0 167,398,015 110.5 

400,000 0 400,000 100.0 

1,151,390,000 12,764,594 1,164,154,594 106.6 

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

警 察 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

予 備 費

合 計

款          別 現計予算額 補   正   額 計
対前年
同期比

－ 2 －



２  総務委員会関係分（総務局・局外）

（１）総　括　表

（単位：千円、％）

現計予算額 補　正　額 計
対前年
同期比

県 税 349,242,060 0 349,242,060 99.0 

利 子 割 清 算 金 2,274,000 0 2,274,000 皆増

地 方 消 費 税
清 算 金

167,128,000 0 167,128,000 115.2 

地 方 譲 与 税 66,014,086 0 66,014,086 109.6 

地 方 特 例 交 付 金 11,840,000 0 11,840,000 843.3 

地 方 交 付 税 203,621,000 0 203,621,000 109.4 

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

400,000 0 400,000 100.0 

分 担 金 及 び
負 担 金

1,620,738 0 1,620,738 105.4 

使 用 料 及 び
手 数 料

89,862 0 89,862 104.3 

国 庫 支 出 金 572,587 0 572,587 22.7 

財 産 収 入 1,219,259 0 1,219,259 144.3 

寄 附 金 0 0 0 －

繰 入 金 44,166,644 308,329 44,474,973 94.6 

繰 越 金 1 0 1 100.0 

諸 収 入 6,621,751 0 6,621,751 98.0 

県 債 2,498,900 0 2,498,900 93.2 

合 計 857,308,888 308,329 857,617,217 106.2 

議 会 費 2,170,579 0 2,170,579 101.8 

総 務 費 52,339,037 0 52,339,037 110.3 

警 察 費 29,082 0 29,082 82.6 

教 育 費 30,683 0 30,683 97.6 

公 債 費 150,477,795 0 150,477,795 103.6 

諸 支 出 金 167,398,015 0 167,398,015 110.5 

予 備 費 400,000 0 400,000 100.0 

合 計 372,845,191 0 372,845,191 107.5 

区　　　分

歳
　
　
入

歳
　
　
出

－ 3 －



 － 4 － 

３　予算以外の議案 

 
（１）条　例 

 

ア　職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

（内　　容） 

人事院規則の一部改正を踏まえ、国家公務員の取扱いに準じて、災害応急作業等の業務に従 

事する職員の手当の額を改定するため、必要な規定を整備 

（施行期日） 

公布日から施行し、令和８年４月１日に遡って適用する。 

 

イ　知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例等の一部を改正する条例 

（内　　容） 

地方自治法及び地方自治法施行令の一部改正に伴い、引用条項を整理 

（施行期日） 

令和８年９月24日 

 

ウ　広島県税条例の一部を改正する条例 

（内　　容） 

地方税法の一部改正に伴い、関係規定を整備 

（施行期日） 

令和９年１月１日等 

 

エ　地域再生法に規定する地方活力向上地域における県税の課税免除及び不均一課税に関する条例 

の一部を改正する条例 

（内　　容） 

地域再生法第17条の６の地方公共団体等を定める省令の一部が改正され、課税免除等に係る 

地方税の減収補てん措置が延長されたこと等を踏まえ、地域再生計画に記載された地方活力向 

上地域において事業用設備を取得した場合における事業税及び不動産取得税に係る課税免除等 

の特例措置を２年延長 

（施行期日） 

公布の日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

 

 税　目 主　な　内　容
 

個人県民税

・ふるさと納税における特例控除額について、個人市町村民税と併せて193万
円（給与収入１億円相当）を上限として新たに設定 

・所得税における住宅ローン控除の延長に合わせ、個人県民税における税額控
除の適用期限を５年延長
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（２）人事案件 

 

ア　広島県公安委員会委員の任命の同意について 

（内　　容） 

委員５名中１名の任期満了に伴う後任委員の任命 

 

イ　広島県人事委員会委員の選任の同意について 

（内　　容） 

委員３名中１名の任期満了に伴う後任委員の選任 

 

（３）その他の議案 

 

ア　「安心▷誇り▷挑戦　ひろしまビジョン」の変更について 

（内　　容） 

社会経済情勢の変化等を踏まえ、令和２年10月に策定した「安心▷誇り▷挑戦　ひろしまビ 

ジョン」を変更 

 

イ　179条専決処分報告 

広島県税条例等の一部改正について 

（内　　容） 

地方税法等の一部改正に伴い、関係規定を整備 

 

４　報告事項 

 
（１）180条専決処分報告 

 
　　ア　訴えの提起について 

（内    容）　 

県庁舎食堂等における未払貸付料等請求に係る訴えの提起 
 
　　イ　損害賠償額の決定について 

（内    容）　 

交通事故の損害賠償額の決定　１件 

 税　目 主　な　内　容
 軽油引取税 軽油引取税の当分の間税率を令和８年４月１日に廃止
 

自動車税 
環境性能割

米国関税措置の影響を緩和し、国内自動車市場の活性化を図るとともに、自 
動車ユーザーの自動車取得時における負担を軽減し、手続を簡素化するため、 
環境性能割を令和８年４月１日に廃止


